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平成27年３月1４日 
 

田中 行男 

 

地区防災計画におけるICTの役割について 
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１．全国モデル地区での活動状況① 
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１．全国モデル地区での活動状況② 

【平成26年度・モデル地区】 
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２．地区居住者の情報収集／伝達の課題①   

・電源断 

・通信断 

・道路断 

地 区 発災直前 発災～１日 １日～３日 

新潟県 O地区 市設置のカメラで、冠水状況映
像を、地区リーダーと共有でき
る仕組みを検討。 

岩手県 A地区 ・役場～地区リーダをトラン
シー バで連絡・リーダーと各
戸は拡声器にて通報 

   ・役場～地区リーダを 

    トランシー バで連絡 

   ・リーダーと各戸は拡声 

    器にて通報 

長野県 Ｓ地区 ・市役所と地区リーダー間で、 

 ＷＥＢカメラによる危険個所 

 の映像の共有 

・スマホによる雨量計地区住民 

 による監視 

長野県 Ｎ地区 

 

・住民によるＷＥＢカメラによる 

 危険個所の設定/監視 

神戸市 Ｓ地区 ・トランジスタメガホンの利用 

（指向性があり５０台を準備す
るが、聞き取りにくい。） 

    ・トランジスタメガホン 

     の利用（指向性があ 

     り５０台を準備する 

     が、聞き取りにく 

      い。） 
 

地
区
に
合
っ
た
コ
ン
テ
ン
ツ
で
呼
び
か
け
・
連
絡
・
避
難 

＜住民＞ 
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３．地区居住者の情報収集／伝達の課題② 

        災害情報共有システム総括研究会アンケート結果より 
   

  

 

 

  

             （参考 主催：ＫＩＩＳ 災害情報共有システム総括研究会 参加者104名） 

 

   

 

①大規模災害時の自社設備の把握についての回答状況 
  ・「自社だけで把握できる」 ・・・・１４％ 
  ・「自社に加えて共同で把握する仕組みが必要」・・・ ７０％以上 
   （その理由として「設備が広範囲にわたる」「把握の方法が判らない」「自社だけ 
   ではなく外部の情報が必要である」などがあげられる。） 

②ヒアリングやアンケートの自由意見でもヨコ連携のニーズが多く聞かれる。 
  -発災時に全体を鳥瞰できるヘリによる映像が欲しい（ライフライン） 

  -電力の復旧は、道路の復旧が前提になる（電力） 

  -通信の事業継続には、電力の開通情報が必須（通信） 

  -工場内のことは判るが道路等外部の情報が全く判らない（メーカー） 
  -病院に医薬品を届ける、ライフライン企業に補修部品を届けるなどメーカーも 
   社会的使命が大きく、道路や物流の情報などインフラ企業並みの情報が求め 
   られる（メーカー） 
  -三断（電力・通信・道路）状態での情報連携の仕組みが必要（マスコミ） 

  -大規模広域災害時には官民・民民の情報共有が欠かせない（自治体・ライフラ 
   イン）（参考 主催：ＫＩＩＳ、 災害情報共有システム総括研究会 参加者104名）   

＜企業＞ 

４．地区防災で必要とされる大規模災害における情報のあり方について① 

― 自助・共助・公助による 居住者/事業者の救助・事業継続等の実現に向けて

― 3日目 1日目 2日目 
発
災 

虫の目の情報 

電力・通信・ガス・水道・鉄道・金融・報道等の機関 

運輸・医薬・食料品・石油等の事業会社 

地区住民 

ＩＣＴ 
利用 

利用 

減 災  

鳥の目の情報 

提
供 

提
供 

災
害
情
報
共
有 
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地
区
防
災
計
画 

参
加
機
関 
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ICTによる災害情報共有と地区防災計画について 

災   害   情   報 

予防時 災害時 

地
域
防
災
計
画
等 

 
 
国 
・ 

都道府県 
・ 

市町村 

地
区
防
災
計
画 

企業 
（ライフライ
ン、薬品メー
カー、運輸、
報道機関等） 

自主防災組織 

学校 

病院 

個人等 

      ・中央防災通信網 
      ・省庁防災システム 
      ・都道府県防災システム等 
         （ヘリテレ（ヘリサット）画像伝送等） 

・防災基本計画支援システム 
（仮称：既存） 

・地域防災計画支援システム 
（仮称：既存） 

新規 凡例 

災  害  情  報  共  有 
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地区防災計画プラットホーム 

４．地区防災で必要とされる大規模災害における情報のあり方について② 

 
地区防災減災支援システム 

（仮称：新規 共通） 
 

・災害情報収集伝達 
 支援 
・避難支援 
・救助要請支援 
・避難者把握/ 
 フォロー支援 

 

地区減災支援 
システム 

（仮称：新規 事業
継続） 

 
・災害情報収集伝 
  達支援（道路/ 
  施設被害把握 
   等） 
・被害判読支援等   

地区防災予防支援システム 
（仮称：新規） 

 
 

・防災意識普及/啓発支援 
・計画立案支援 
・訓練支援 

・災害情報収集伝達支援 
・広域地区連携支援 
・予算管理支援等 
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・道路状況撮影データ 

・施設撮影データ 

・津波遡上撮影データ 

・出火・延焼撮影デー
タ 

・その他 
 

撮影位置付映像データ
等 

災害情報共有研究センター（仮称） 

災害ＤＢ 

イメージ図 

衛星放送（ＢＳ） 
ＮＧＮ回線 

インターネット回線、Wi-
Fi 

一般企業 

 

 ・地図データ 

 ・航空写真・衛星写
真 

 ・避難施設関連デー
タ                      

静的データの収集・整
備 ・撮影位置付映像デー

タ 

 等               

動的データ 

国・自治体 

研究機関 

報道機関 

連携 

連携 

連携 

〈動的データの例〉 

ライフライン 

国・自治体等 
民間ヘリコプター 

通信衛星 

カメラ 

衛星通信車 新位置情報付カメラ
付きモバイル装置 

新位置情報付カメラ 

防災関連ヘリコプター 

通信衛星 

道路高所カメラ 
衛星通信車 地震計 

カメラ 

ヘリサット等 

国・自治体防災システム 

民間災害情報共有システム（仮称） 

国
・
自
治
体 

研
究
機
関 

新地区居住者用 
通報・検知連絡装置 

・本システムは、大規模広域災害が発生した際に、被災状況の情報を企業、地区コミュニティ、機関等へ提供・共有
することである。 また、台風等の小規模災害にも対応し、他の業務にも活用できることを目的とする。 

新無人撮影中継機 

研究機関 

地区居住者等 

４．地区防災で必要とされる大規模災害における情報のあり方について③ 

新ウエラブル 
通信装置 

大ゾーン携帯電話網 
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Ｂ 

エリア 区分 位置 面積（m） 

Ａ 市内A ＸＸＸ付近 500 

Ｂ 市内B YYY付近 300 

Ｃ 市内C ＺＺＺ付近 1,860 

計 2,660 

Ｂ 
× 

Ａ 
Ａ 

静止画モ
ザイク画像 

Ｂ 

被災状況 

C Ａ 

Ｂ 
C 

電力・通信施設の損壊状
況 

ガス供給施設の損壊状況 

道路・鉄道の損壊状況 

橋梁の損壊状況 

重要施設等の損壊状況 

電柱等倒壊 

ガス施設損壊 
 火災発生 

 

鉄道線路等損壊 

参考 被災位置全体表示概要（企業） 

空撮映像 
空撮地域 

４．地区防災で必要とされる大規模災害における情報のあり方について④ 


